2015年8月18日-19日
積極的平和主義の提唱者、来日へ　「９条守ると主張を」
朝日新聞デジタル　牛尾梓　2015年8月19日01時20分

ヨハン・ガルトゥング博士＝２００３年８月、広島市中区



　新たな安全保障法制の成立をめざす安倍晋三首相が掲げるのは、「積極的平和主義」。しかし、この言葉を提唱したノルウェーの平和学者、ヨハン・ガルトゥング博士（８４）が定義する意味とは異なる。博士は１９日に来日し、「本当の平和とは何か」を語りかける。
　ガルトゥング博士は１９６９年の論文で、戦争のない状態を「消極的平和」としたのに対して、貧困や差別といった構造的な暴力のない状態を「積極的平和主義」と定義した。
　「日本は良い軌道を見いだせていないと強く感じている。私が日本に行くのは、日本に大きく期待しているからです」。ガルトゥング博士を日本に招いた関根健次さん（３９）によると、博士からすぐに承知する返信が来たという。博士が紛争国以外に訪れるのは、珍しいことだという。
　博士は来日する目的をビデオメッセージに込めて、こう続けた。「私は、日本がこう主張するのを夢見てやまない。『欠点もあるが憲法９条を守っていく』『憲法９条が当たり前の世の中にしよう』『軍隊は持たず、外国の攻撃に備えることもない』『そして核兵器は持たない』と」
安保法案：北海道の大学教員有志、廃案求める声明
毎日新聞　2015年08月18日　20時47分
　参院特別委員会で審議されている安全保障関連法案を巡り、北海道内の大学教員有志が、相次いで廃案を求める声明を発表している。北海道大の教員有志が発表した声明では「この法案は日本が他国の戦争に参加できるようにするためのものだ」と訴え、賛同者を募っている。
08月18日 20時48分　同声明は、集団的自衛権の行使を容認する２０１４年７月の閣議決定について、「憲法違反」と指摘した上で、「憲法学をはじめとする学問的蓄積を無視し、歴史的な成果である民主主義と立憲主義を軽んじている」と安倍政権を批判している。２０人の教員が２日、呼び掛け人となり、インターネット上で声明を発表。１８日までに約２４０人の教員が賛同している。
　呼び掛け人の一人である北大大学院文学研究科の宮内泰介教授は「（戦争放棄を掲げる）憲法９条を踏まえると、安保法案は論理的に破綻している。事実を探求する研究者、教育者として声を上げる必要があると考えた」と説明する。
　また、道内では北海学園大や札幌学院大、北海道教育大釧路校でも教員有志が廃案を求める声明を発表。北星学園大有志も声明を出す予定。
　１５日に公表された北海学園大の声明には、同大全教員の約３分の１に当たる８４人が賛同。法案が衆院を通過した際、安倍政権が強行採決したことに触れ、「民主的な手続きにもとる」と批判した上で、「安保法案は武力行使に対する歯止めが不十分」と指摘している。【山下智恵】
安保審議あす再開＝防衛省資料、週内にも集中審議－参院特別委
　参院平和安全法制特別委員会は１８日午前の理事懇談会で、安全保障関連法案の審議を１９日から再開することで合意した。また、防衛省が法案成立を前提に内部資料を作成していた問題や、礒崎陽輔首相補佐官が「法的安定性は関係ない」と発言した問題などをめぐる集中審議を２１日にも実施することで一致した。
　参院特別委は１１日、資料問題で紛糾し審議途中で散会となった。このため、積み残しの野党分の質疑を１９日午前に行い、同日午後から新たに一般質疑を行う。　
　理事懇と並行し、自民、民主両党の参院国対委員長も国会内で会談。資料問題について民主党側が「文民統制の観点からも由々しき問題だ」として、参院予算委員会でも集中審議を行うよう求めたのに対し、自民党は前向きに検討すると応じた。（時事2015/08/18-13:30）2015/08/18-13:30

参院特別委：１９日に審議再開　安保内部資料で中断
毎日新聞　2015年08月18日　19時12分
　安全保障関連法案の成立を前提に作成された防衛省統合幕僚監部の内部資料を巡り審議が中断していた参院平和安全法制特別委員会は１８日の理事懇談会で、委員会審議を１９日に再開することを決めた。委員会冒頭で中谷元（げん）防衛相がこの資料について説明することで、野党側が審議再開を受け入れた。
　また、関連法案の「法的安定性は関係ない」と発言した礒崎陽輔首相補佐官について野党が要求していた参考人再招致は行わず、代わりに２１日午後に安倍晋三首相が出席する集中審議を行うことで与野党が合意。首相は礒崎氏の発言について改めて釈明することになる。
　１８日の理事懇談会では、防衛省が統幕の資料について「課題整理と理解を深めるのが目的で、法案成立を先取りしたものでも秘密指定の資料でもない。しかし、内部資料が外部に流出したのは遺憾だ」などと説明。これに対し、野党筆頭理事の北沢俊美元防衛相（民主）は「法案成立前に防衛省が（成立後の運用を）検討していることは問題だ」と改めて批判した。
　これに関連し、自民党の谷垣禎一幹事長は同日の記者会見で「法律ができた時に、どう動くかを考えておく必要はある」と述べ、資料作成に問題はないとの認識を示した。【高橋克哉、村尾哲】
産経新聞　2015.8.18 12:43更新 

【安保法案】与野党、１９日審議再開で合意
　与野党は１８日午前、参院平和安全法制特別委の理事懇談会で、１９日に特別委を開いて安全保障関連法案の質疑を行うことで合意した。特別委は１１日、防衛省が法成立を前提に内部資料を作成していた問題で紛糾して散会し、審議が中断していた。
　理事懇談会では防衛省が、安保関連法案の成立を前提に内部資料を作成していたことを認め、共産党への資料流出については「ゆゆしき問題だ」として調査する方針を示した。
　法案審議に関連し、自民党の吉田博美、民主党の榛葉賀津也両参院国対委員長は１８日午前、国会内で会談し、榛葉氏は週内に特別委で安倍晋三首相が出席して集中審議を開催することを求めた。自民党の溝手顕正、公明党の魚住裕一郎両参院議員会長らが都内で会談し、国民の理解を得るため、丁寧に審議を進める方針を確認した。
参院 安保関連法案 １週間ぶりに審議再開
NHK　8月19日 5時14分
安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会は、１９日、１週間ぶりに審議を再開します。与党側は、防衛省の統合幕僚監部が法案の成立を前提にした文書を作成していた問題を早期に収束させたい考えなのに対し、野党側は、「国会を軽視した行為だ」などと追及する方針です。
安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会は、今月１１日に、共産党が、防衛省の統合幕僚監部によって法案の成立を前提に自衛隊の対応を記した文書が作成されていると追及し、途中で散会して以降開かれていませんでしたが、１９日から審議を再開することになりました。
　１９日は、冒頭、中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣が、統合幕僚監部が作成した文書について、「あくまで自衛隊員への説明や課題などを整理したものだ」などと説明したうえで、質疑が行われることになっています。
　与党側は自民党の谷垣幹事長が、「役所としては、法律ができた時に『何の準備もしていなかった』というわけにはいかない」と述べるなど文書の作成は問題ないとしていて、この問題を早期に収束させ法案審議を着実に進めていきたい考えです。これに対し野党側は、「法案の審議中に、成立を前提に克明な検討を行っているのは、国会軽視だ」などと中谷大臣を追及する方針です。
　一方、維新の党は、安全保障関連法案の独自の対案のうち、民主党と共同で参議院に提出することも視野に協議している「領域警備法案」など３本を除く５本の法案を、２０日、参議院に提出することを決めました。 

安保法案内部資料はテレビ会議用　防衛相指示で作成
　安全保障関連法案を審議する参院特別委員会理事懇談会で防衛省が作成を認めた、法案成立を前提に部隊運用のあり方などが記された資料は、陸、海、空３自衛隊の基幹部隊の指揮官らが出席したテレビ会議用の資料であることが１８日、政府関係者への取材で分かった。
　資料は会議前に、各基幹部隊に電子データで送付されていた。防衛省は３自衛隊の文書管理担当部署を中心に、データを受け取った各基幹部隊の隊員への聞き取りやパソコンの通信履歴の解析などを行い、共産党が資料を入手した経緯の解明を進める方針。
2015/08/18 19:58   【共同通信】
安保法案成立前提の内部資料　防衛省、作成を認める
東京新聞　2015年8月18日 夕刊
　防衛省は十八日、安全保障関連法案に関する参院特別委員会の理事懇談会で、自衛隊が法案の成立を前提に今後の部隊運用に関する内部資料を作成していたことを認めた。共産党が資料を独自に入手し、十一日の特別委で防衛省に事実確認を求めていた。野党側は今後の審議で「自衛隊の独走だ」と追及する構えだ。
　防衛省は理事懇に資料を提出。共産党への資料流出を「ゆゆしき問題だ」と内部調査を進める方針も示した。資料は四十九ページ。防衛省によると、陸海空の各自衛隊を束ねる統合幕僚監部（統幕）が中谷元・防衛相の指示に基づき五月に作成。四月に再改定した日米防衛協力のための指針（ガイドライン）と安保法案に沿って検討項目を列挙した。
　具体的には、南シナ海の警戒監視への「関与のあり方を検討していく」と明記した。さらに、南スーダンに派遣している国連平和維持活動（ＰＫＯ）に関し、離れた場所で襲撃された他国部隊などを自衛隊が武器を使って助ける「駆け付け警護」が「業務に追加される可能性がある」と見通しを示している。法案の成立時期は「八月」との見通しも示していた。理事懇は、十九日に中谷防衛相らが出席して一般質疑を行う日程で合意。防衛省側は資料作成の経緯を説明する。野党側は、統幕の資料作成は「シビリアンコントロール上、問題だ」と追及する。
　これに関し、自民党の谷垣禎一幹事長は十八日の記者会見で「役所としては法律ができた時に、何も準備していなかったというわけにはいかない」と述べ、法案成立前の資料作成は問題ないとの認識を示した。
防衛省資料「準備は必要」＝谷垣氏
　自民党の谷垣禎一幹事長は１８日午前の記者会見で、防衛省が安全保障関連法案の成立を前提に内部資料を作成していた問題について、「法律ができた時に『何の準備もしていませんでした』というわけにはいかない。（法律が）できた時にどう動くかは考えていかなくてはいけない」と述べ、野党側の批判に反論した。　（時事2015/08/18-11:30）2015/08/18-11:30

核兵器輸送「あり得ない」＝安保法案で政府答弁書
　政府は１８日の持ち回り閣議で、安全保障関連法案に基づく他国軍への後方支援に関し、「核兵器を自衛隊が輸送することはあり得ない」とする答弁書を決定した。民主党の山井和則衆院議員の質問主意書に回答した。
　核兵器などの輸送をめぐっては、安保法案の参院審議で「法文上可能」とした閣僚答弁を民主党が問題視。法案に輸送禁止規定を盛り込むよう求めている。
　答弁書では「わが国は非核三原則を堅持するとともに、大量破壊兵器の拡散防止にも積極的に取り組んでいる」と強調した上で、「核兵器をはじめとする大量破壊兵器を自衛隊が輸送することはあり得ない」と説明。劣化ウラン弾についても「安全に輸送するために必要な知見を有していないため、自衛隊が輸送することはあり得ない」としている。　（時事2015/08/18-17:29）2015/08/18-17:29

「核兵器の自衛隊輸送あり得ない」　政府答弁書を決定
朝日新聞デジタル　2015年8月18日18時49分
　安倍内閣は１８日の閣議で、「核兵器を始めとする大量破壊兵器を自衛隊が輸送することはあり得ない」などとする答弁書を決定した。民主党の山井和則衆院議員の質問主意書に答えた。
　答弁書は、他国軍への後方支援について「（法案には）特定の物品の輸送を禁じる規定はない。（輸送実施は）自衛隊として主体的に実施の可否を判断する」とした。その上で、日本が非核三原則を堅持し、大量破壊兵器の拡散防止にも取り組んでいることから、核兵器を含む大量破壊兵器の輸送はあり得ないと結論づけた。劣化ウラン弾についても、「安全に輸送するために必要な知見がないため自衛隊が輸送することはあり得ない」とした。
　安全保障関連法案では、自衛隊による他国軍の武器・弾薬の輸送ができるとされる。ただ、何を輸送するのか明文規定がないため、野党が批判していた。
非核三原則：「誤解招かぬよう長崎では言及」
毎日新聞　2015年08月18日　18時41分
　政府は１８日の持ち回り閣議で、原爆投下から７０年を迎えた今月９日の長崎平和祈念式典での首相あいさつについて「誤解を招くことがないよう、非核三原則の堅持に言及した」とする答弁書を決定した。６日の広島平和記念式典で言及しなかったことについて「堅持することを当然の前提として、世界で唯一の戦争被爆国として核兵器のない世界の実現に向け、国際社会の取り組みを主導していく決意を表明した」とした上で、「非核三原則に関する方針を変えたのではないかとの指摘があった」と長崎で盛り込んだ理由を説明した。また、国会で審議中の安全保障法制に基づく自衛隊の核兵器輸送については「あり得ない」とした。民主党の山井和則衆院議員の質問主意書に答えた。
防衛省：「陸上総隊」創設へ準備室　今年度末に設置
毎日新聞　2015年08月18日　20時20分（最終更新　08月19日　00時24分）


陸上総隊に関する組織図
　防衛省は、陸上自衛隊の全国５方面隊などを束ねる統一司令部「陸上総隊」の２０１７年度創設に向け、今年度末に準備室を設置することを決めた。陸自の全国的な部隊運用を強化するとともに、海・空自衛隊や米軍との調整窓口を一本化し、これらと連携が必要な「統合作戦」や、大規模災害への迅速な対応を可能にするのが狙い。防衛省は１６年度予算の概算要求に庁舎（地上４階、地下２階建て）建設費など５０億〜１００億円を盛り込み、同年中に着工する方針だ。
　陸上総隊は３００人規模で朝霞駐屯地（東京都練馬区など）に創設し、北部、東北、東部、中部、西部の５方面隊が個別に持つ指揮機能を統括する。方面隊ごとに行う海自、空自や米軍との調整を陸上総隊が一括して担うほか、統合幕僚長からの命令を一元化して受ける形となる。
　司令部は朝霞駐屯地に置くが、米軍との調整機能は在日米陸軍司令部と隣接する座間駐屯地（相模原市など）に持たせ、数十人を配置して米軍との連携強化を図る。
　統一司令部は海自と空自には既にある。陸自にないのは、全国的な運用よりも、主に旧ソ連の上陸侵攻に備えるため５方面隊を国土に隙間（すきま）なく配備することを重視してきたためだ。戦前の旧陸軍が強大な権限を持って暴走した経緯があり、指揮権限の一元化には「組織の肥大化を招く」との批判も根強かった。
　しかし、中国の海洋進出を受け、政府は沖縄県・尖閣諸島など南西諸島が攻撃を受けた場合に備える「島しょ防衛の強化」へ方針を転換した。迅速な部隊展開をするうえで統一司令部の存在が不可欠と判断した。また、東日本大震災では、陸自の方面隊ごとに指揮する運用が影響し、陸海空による統合任務部隊を効率的に運用する体制が不十分だったこともあり、陸上総隊創設によって「オールジャパン体制」を構築する必要性も指摘されていた。
　陸自幹部は「陸自にとって陸上総隊は悲願だった。より迅速な部隊運用につながる」と述べた。【飼手勇介】
防衛省 過去最大５兆９１１億円要求へ
NHK　8月19日 4時03分
防衛省は、来年度・平成２８年度予算案の概算要求について、島しょ防衛を強化するため、新たに、航空機での輸送に適した機動戦闘車を３６両購入する費用などを盛り込み、過去最大となる５兆９１１億円を求める方針を固めました。
防衛省は来年度・平成２８年度予算案の概算要求で、海洋進出を強める中国などを念頭に、島しょ防衛を強化するため、航空機での輸送に適し、大砲を積んでタイヤで走行する機動戦闘車を３６両購入する費用を新たに盛り込むほか、輸送や負傷者の救護にあたる多用途ヘリコプターや、オスプレイ１２機の購入費用を盛り込むことにしています。
　また、ことし４月に決定した新たな日米防衛協力の指針、ガイドラインで、宇宙やサイバーといった新たな脅威への対処が盛り込まれたことなどを受けて、日米が連携して宇宙空間の状況を把握するのに必要な監視システムの構築に向けた設計費用や、サイバー攻撃への対処のための専門部隊を増員する費用などを盛り込むことにしています。
　このほか、過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートによる日本人殺害事件の際に現地対策本部が置かれ、対応の拠点となったヨルダンに防衛駐在官を派遣する費用なども盛り込むことにしており、防衛省は、今年度予算より２．２％多く、概算要求額として過去最大となる５兆９１１億円を求める方針です。 

安保対案、片山参院会長に一任＝単独提出辞さず－維新
　維新の党は１８日の執行役員会で、安全保障関連法案の対案の取り扱いについて片山虎之助参院議員会長に一任することを決めた。片山氏は席上、「今週中には法案を提出したい」と改めて表明。参院への共同提出を視野に入れた民主党との協議の進捗（しんちょく）状況などを見ながら最終判断するが、維新単独での提出も排除しない方針だ。　
　民主、維新両党は１８日も、対案に関する実務者協議を開催。武力攻撃に至らないグレーゾーン事態に対処する領域警備法案や周辺事態法改正案など３法案について協議した。
　これに関し、民主党の羽田雄一郎参院幹事長は同日の記者会見で、「対案を出せば議論が分散していく」と指摘。政府案の追及を優先する観点から、対案提出のタイミングを慎重に検討する姿勢を示した。（時事2015/08/18-18:11）2015/08/18-18:11

安倍首相続投の声相次ぐ＝自民幹部
　自民党の吉田博美参院国対委員長は１８日の記者会見で、安倍晋三首相（党総裁）の９月末の任期満了に伴う総裁選について「まだ志半ば、アベノミクスも明確なものを（成果として）出しておらず、重要法案も上げていない中、首相が続投するのが望ましいというのが大方の見方ではないか」と述べた。同じ会見で伊達忠一参院幹事長も「今のところ、それが順当な見方だ」と同調した。
　自民党の佐藤勉国対委員長も会見で、総裁選日程が安全保障関連法案の成立時期と重なる可能性があることから、「非常に大事な時期でもあり、なるべく静かに通り過ぎればありがたい」と述べ、無投票再選が望ましいとの考えを示した。　（時事2015/08/18-18:17）2015/08/18-18:17
総裁選「静かに通り過ぎて」　自民の佐藤国対委員長 

日経新聞　2015/8/18 19:15

　自民党の佐藤勉国会対策委員長は18日の記者会見で、９月の自民党総裁選について「国会対策的に非常に大事な時期なので、なるべく静かに通り過ぎていただけるとありがたい」と述べ、安倍晋三首相（党総裁）の無投票再選が望ましいとの考えを示唆した。今国会の最重要法案と位置づける安全保障関連法案の参院審議に影響を及ぼすことを懸念したものだ。
翁長知事、移設反対で論陣＝政府は対話姿勢も譲らず
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沖縄関係閣僚との協議を終え、記者団の質問に答える沖縄県の翁長雄志知事（中央）。右は安慶田光男副知事＝１８日午後、首相官邸
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる政府と沖縄県による２回目の集中協議。翁長雄志知事は時間の大半を移設反対の理由を訴えるのに費やした。菅義偉官房長官ら４閣僚はもっぱら聞き役に回ったものの譲らず、一致したのは協議の継続のみ。対立解消の道筋は依然、不透明なままだ。
　約３０分間の協議で、翁長知事の発言は約２０分間続いた。
　翁長知事がまず取り上げたのは、政府が重視する在沖縄米軍の抑止力だ。「沖縄は中国などに近過ぎる。弾道ミサイルが落ちたら、沖縄（の米軍）は全滅してしまう」などと疑問視。「グアムやハワイなど、遠いところから柔軟に対処すべきだ」と、持論を展開した。
　経済面でのデメリットも強調した。尖閣諸島の領有権をめぐる中国との対立が先鋭化すれば、「沖縄の観光客は９割減ってしまう」と強調。在沖米軍の存在によって、「１４０万人の県民は安心して経済活動ができない」と言い切った。
　沖縄県に対しては、基地負担と引き換えに財政的に優遇されているとの指摘がある。翁長知事は「（４７都道府県中）上位にランクはしているが、（基地負担ほど）断トツではない」と反論。持参した資料を示しつつ、人口１人当たりの国庫支出金と地方交付税交付金の合計額は全国６位にとどまると説明した。
　これに対し、出席した閣僚らは「これからも議論を深めたい」（山口俊一沖縄担当相）、「こういう話し合いが大切だ」（岸田文雄外相）など、対話を重視する姿勢を強調。ただ、県側が切望する普天間飛行場の５年以内の運用停止については、菅長官が「辺野古移設が条件だ」とくぎを刺すのを忘れなかった。
　協議後、翁長知事は「個別の歩み寄りはなかった。次につながるか、何とも言えない」と厳しい表情を崩さなかった。（時事2015/08/18-20:51）2015/08/18-20:51

普天間閉鎖は辺野古移設前提＝菅官房長官－政府・沖縄、集中協議は平行線
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協議に臨む（右から）沖縄県の翁長雄志知事、安慶田光男副知事。左から岸田文雄外相、菅義偉官房長官ら＝１８日午後、首相官邸
　政府と沖縄県は１８日、米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）の名護市辺野古移設に関する集中協議の第２回会合を首相官邸で行い、菅義偉官房長官ら関係閣僚と翁長雄志知事が意見交換したが、平行線に終わった。菅長官は、沖縄側が求めている２０１４年２月から５年以内の普天間飛行場の運用停止について、辺野古移設が前提となるとの認識を伝えた。
　政府側は菅長官のほか、岸田文雄外相、中谷元防衛相、山口俊一沖縄担当相、杉田和博官房副長官が、沖縄側は翁長知事と安慶田光男副知事がそれぞれ出席した。
　会合では、翁長知事が「沖縄の米軍基地は強制的に接収された、そこがスタートだ」として、県内移設に反対する姿勢を重ねて強調。菅長官は会合後、記者団の質問に答え、双方の歩み寄りの可能性について「難しい状況は変わらない。簡単に距離感は詰まらない」と述べた。
　協議で菅長官は、普天間の閉鎖に全力で取り組む方針を示す一方、「地元の協力がなければ難しい。辺野古移設が条件だ」と述べ、沖縄側の理解を求めた。中谷防衛相は、抑止力の観点から在沖米軍基地の重要性を改めて説明した。
　協議で結論は出なかったが、双方は「話し合いを重ねていくことがお互いに理解を深めることになる」として、協議の継続を確認した。　
　政府は９月９日までの１カ月間、移設作業を中断。５回程度の集中協議を行う予定で、１２日の初回会合は菅長官と翁長知事が沖縄県庁で会談した。２３、２４両日には事務方トップの杉田副長官が同県を訪問し、事務レベルによる第３回会合を行う。（時事2015/08/18-19:51）2015/08/18-19:51

歴史Ｑ＆Ａを削除＝安倍談話踏まえ「近く更新」－外務省ＨＰ
　外務省が、歴史問題に関する日本政府の立場を示したＱ＆Ａ形式の説明文を、ホームページ（ＨＰ）から１４日に削除していたことが分かった。外務省は戦後７０年の安倍晋三首相談話の内容を踏まえ、近く再掲載する方針だが、当初、過去の談話の「上書き」を模索していた「首相の意向では」との臆測も出ている。
　削除前のＱ＆Ａは、日本語と英訳の両方あり、戦後５０年の村山富市首相談話を引用し、「わが国は、かつて植民地支配と侵略によって、アジア諸国に多大の損害と苦痛を与えた」と記述。「慰安婦問題」や「南京大虐殺」についても政府の立場を説明していた。
　首相は、７０年談話で「侵略」や「植民地支配」「おわび」など村山談話のキーワードに触れる一方、引用の形にとどめ、首相個人が侵略などについて認めるかどうかは明確にしていない。このためＱ＆Ａ削除には、「村山談話を引き継ぎたくない首相の思いが反映された」といった見方がネット上などで出ていた。
　外務省はＨＰで削除の理由を明らかにしていないが、同省の担当者は１８日、「近く再掲載する。首相も歴代内閣の立場は『揺るぎない』と述べており、内容に大きな変更はない」との見解を示した。　（時事2015/08/18-16:41）2015/08/18-16:41

